





























































































































































































































 また、JANIC によると、400 以上あるといわ
れる国際協力 NGO のうち東日本大震災で支援
活動を行った団体数は不明であるが、JANIC 正





NGO の団体協力会員 35 団体に正会員 97 団体を
足すと NGO の母数は 132 団体となり、59 団体





















人口 100 万人あたりの NPO 法人は 2013





表１：被災３県の NPO 法人  
 岩手 宮城 福島 全国 
















2010 年  24 319 240 54 549 234 50 557 275 3,419 38,117 298
2011 年  38 357 272 50 599 258 62 619 311 3,649 41,766 327
2012 年  53 410 315 87 686 295 76 695 351 3,723 45,489 357
2013 年  40 450 348 73 759 326 82 778 400 3,100 48,589 382
増加率 
2010 年 -2013 年  
45.0% 39.4% 45.8% 28.2% 
出典：日本 NPO センター（2014）『市民活動団体（NPO）育成・強化プロジェクト事業検証
J 報告書』p.14. 
日本 NPO センターHP http://www.jnpoc.ne.jp/wp-content/ (2014 年 12 月 30 日調べ) 
内閣府 HP NPO ポータルサイト http://www.npo-homepage.go.jp/portalsite/index.html 











の団体協力会員 35 団体に正会員 97 団体を
足すと NGO の母数は 132 団体となり、59
団体に対する割合は 45％となる14。同じく
JANIC によると、外部支援団体 72 団体の
内、福島県は 37.7％（29 人）が活動地と
                                                  
13 国際協力 NGO センター（2014a）p.34 
14 国際協力 NGO センター山口事務局長コメントより

















                                                  







ターの「被災 3 県の NPO 法人数の推移」12（表
１参照）によると、岩手、宮城、福島の被災 3
県の人口 100 万人あたりの NPO 法人数の 2010
年度 -2013 年度の増加率は、岩手県 45.0%、宮
城県 39.4%、福島県 45.8％となっており、特に
全国の 28.2% を上回る。特に福島県の新規は
震災年の 2011 年 62 法人（619 法人）、2012 年
76 法人（695 法人）、2013 年 82（778 法人）と
年々法人が増加し（累計でも法人が増加）、人










ている NPO（4 団体）や国際協力 NGO（3 団
体）、またネットワーク組織として福島の NPO
ネットワーク（1 団体）、国際協力の NGO ネッ
トワーク（1 団体）の 9 団体であり、支援活動
の現状は以下の通りである。現地調査期間は、

































































2011 年 7 月に JANIC 福島事務所を設置し、そ
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JANIC 福島事務所の閉所を受けて、2014 年 4
月元 JANIC 福島事務所のスタッフが JANIC か
らスピンオフする形で 2014 年 4 月に「特定非
営利活動法人ふくしま地球市民発伝所（福伝）」











JANIC は国際 NGO のネットワーク団体として
対立する双方の立場の人たちの間に立ち、仲
介役や触媒者としての機能を果たしてきた。




（2014 年 8 月 20 日、8 月 27 日）。






























































に現地調査と調整を行い、13 年度（5 月 1 校、
































ボカシーを実施した （2014 年１月６日）。 
②NPO・NGOによる国や自治体のへの依存
原発震災後 4 年が経過し、NPO・NGO は、
活動資金が乏しくなり、解散や閉鎖する団体も
出てきている。JANIC も福島事務所を閉鎖し、


























































ていた（2013 年 10 月 28 日）。






















































































































































動をすることが国際 NGO の役割だ」24 と述べ
ている通り、市民社会は福島で起きている問題
をグローバルな問題構造と共通の問題として捉
え、人間の安全保障に関わる脅威として、今後
地球規模の世直し運動として世界に知らせ発信
していくことが求められる。
NGO・NPO を含めた市民社会は、「福島」で
起きていることを国内問題だけではなく、グ
ローバルな問題構造として捉え直す必要性があ
る。原発を通じて電力を送る貧しい福島とそ
の電力を受ける豊かな東京の経済格差の問題
は、途上国と先進国の南北格差を訴えてきたグ
ローバルな問題構造にそのまま当てはめること
ができる。 
また、ガバナンスに関わるアクターとして
NPO・NGO を含めた市民社会の役割は、図 2
の通り、国家や自治体ができないこれらの「周
辺化された立場に追いやられた人々」への人
道的支援を行うことである。 それが、人間の
安全保障という観点から、市民社会が行う道義
上・倫理上の義務である。今後市民社会は、
国家によるグローバル化を進める国々にそのよ
うな脆弱で周辺化された人々の権利擁護をどの
ように求めるのかを問いていかなければいけな
い。↗
23 国際協力NGOセンター（2014c）pp.104-105.
24 竹内（2012）pp.210-214. 竹内はこのような地球規模の課
題を社会正義の問題ととらえ、地球規模の課題に対応する
NGOを「ソーシャル・ジャスティスNGO（SJNGO）」と呼
んでいる。
最後に、お忙しい中、本インタビュー研究調
査のために時間を割いていただき大変お世話
になった、「特定非営活動法人シャ―ローム」
のスタッフ吉野裕之様、「特定非営利活動法人
ヒューマンライツ・ナウ」の事務局長伊藤和子
様、「特定非営利活動法人オックスファム・ジャ
パン」のスタッフ高橋聖子様、「特定非営利活
動法人国際協力 NGO センター」の事務局長山
口誠史様、「ふくしまあじさい会」の会長様と
庶務担当様、「特定非営利活動法人子育て支援
コミュニティプチママン」の代表理事佐藤広美
様、松尾祐子様、「特定非営利活動法人うつく
しま NPO ネットワーク」の事務局長鈴木和隆
䖃䜺䝞䝘䞁䝇䛻㛵䜟䜛䜰䜽䝍䞊䛸䛧䛶NPO䞉NGO䜢ྵ䜑䛯ᕷẸ♫఍䛾ᙺ๭䙵࿘㎶䛥䜜䛯❧ሙ䛻㏣䛔䜔䜙䜜䛯ே䚻䛃䜈䛾ே㐨ⓗᨭ᥼䐠ே㛫䛾Ᏻ඲ಖ㞀䛸䛔䛖ほⅬ䛛䜙䚸ᕷẸ♫఍䛜⾜䛖㐨⩏ୖ䞉೔⌮ୖ䛾⩏ົ ᅜᐙ䛻䜘䜛䜾䝻䞊䝞䝹໬䜢㐍䜑䜛ᅜ䚻䛻䛭䛾䜘䛖䛺⬤ᙅ䛷࿘㎶໬䛥䜜䛯ே䚻䛾䛂ᶒ฼᧦ㆤ䛃䜢ᥦၐᅜෆ䠖᚟⯆ᗇෆ㛶ᗓ⮬἞యᾏእ䠖㏵ୖᅜᨻᗓᅜ㐃䛺䛹ᅜ㝿ᶵ㛵᪥ᮏᨻᗓ
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様、「特定非営利活動法人ふくしま地球市民発
伝所」の代表理事竹内俊之様、事務局長藤岡恵
美子様、「公益社団法人セーブ・ザ・チルドレン・
ジャパン」の福島事務所所長金谷直子様、人事
総務部大澤万里子様、その他お世話になった関
係者の方々に対して深く感謝を申し上げます。
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